
Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

京都市農業委員会

14 313令和 7

1,498

2,025

738

295

234

1

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

5

21

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

115

23

29

1

0

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

12

0

耕地面積 1,760 630

令和 4

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

29 29

令和４年度最適化活動の目標の設定等

3

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 21

総農家数 2,800

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

2,390

3

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

4 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 37.5

22.2530
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 　令和　５ 年度 集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

2,390

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

366 2,390

課題
・耕作放棄地の増加や，相続による農地所有の分散化等の課題がある。
・特に耕作放棄地が多い中山間地域等では，担い手が不足しているため，農地中間管理機構や
特定農業法人との連携，貸付意向のある農地の情報発信，借り受け希望者の掘り起こしが必要。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

896

4

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1 ha

4

（なし）

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

担い手の不足や，高齢化，地域とのつながりの希薄化により，農地としての維持管理が困難となり
荒廃化している。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

・経営の自立が難しく，収納後の定着や規模拡大，認定農業者へのステップアップが進み難い。

ha ha755452 ha

②遊休農地の解消 地域の遊休農地を確認し，所有者に改善を促し，解決のための相談に乗る。

③新規参入 新規参入者の営農計画等について，アドバイスを行う。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

20 人

農地利用最適化推進委員の
人数

29 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

2.5 ha 5.3

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

22 1811

開催場所

取組時期

６月，１２月

取組項目

①農地の集積

強化月間の内容

地域の担い手と出し手の希望をマッチングし，農地の利用集積を促す。

相談会の内容
新規参入希望者の相談に応える。
（・新規参入希望者を確保する。）
（・新規参入希望者の動向を把握する。）

参加者数 2名 開催場所 未定

開催時期 未定

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 4.3

4

平成28年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

60

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

6.0 ha

相談会名 未定

１０月

１月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

0

計
普通畑

農業委員数 16

総農家数 305

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

141

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

都道府県名：

農業委員会名：

47 0 0

農業委員

定数 実数

中立委員

0

0

耕地面積 94 47

令和 2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

0 0

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

2

15

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

15

0

0

0

0

京都府

向日市農業委員会

207 197令和 5

198

299

63

8

0

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

1

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1.13 ha

5.68

黄色区分の遊休農地が発生した際には、適切に対応する。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農家の高齢化等により、竹林の遊休農地は今後も増えていくことが見込まれる。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

2.7 141

課題
担い手の高齢化等により、保全管理田が増加しており、これらの農地を意欲ある
若手の農業者に利用集積を図る必要がある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

22.6

5.68

現状

141

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

5.68 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 16.0

14.119.9
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和　４ 年度 集積率 16 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

0

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.0 ha

相談会名 未定

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

5 日／月

参加者数

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

1

令和元年度

開催場所

取組時期

１０月

取組項目

①

強化月間の内容

農地を将来の担い手に集積するために、農業者からの相談に対応する。

相談会の内容 未定

参加者数 未定 開催場所 未定

開催時期 未定

0 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

0 00

担い手の高齢化が進んでいることから、認定農業者制度や法人化のメリット等について農業者に
周知し、担い手の確保を図る必要がある。

ha ha000 ha
権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

15 人

農地利用最適化推進委員の
人数

0 人

１人当たりの活動日数

令和２年度 令和３年度 平均

相談会の内容



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

3

計
普通畑

農業委員数 14

総農家数 322

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

201

令和４年度最適化活動の目標の設定等

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

4

耕地面積 107 94

令和2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

3 3

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

2

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

9

京都府

長岡京市農業委員会

207 197令和5

202

229

78

4

25

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

0.96

緑区分の遊休農地の解消目標面積 2.71 ha

13.56令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

高齢化に伴う不耕作地の発生や相続（遠隔地在住者及び非農業者）による離農、担い手不足か
ら遊休農地が増加傾向にある。また、本市における遊休農地の大半がたけのこ畑を占めており、
一般的な畑より解消に労力を要することも、解消を妨げる大きな壁となっている。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

2.52 201

課題

担い手の高齢化や後継者不足に伴う不耕作地の発生や非農業者等への相続のよる離農から、遊
休農地の解消が年々困難となっている。
家族経営・販路等の経営課題、市街化区域内農地、自給的農家の自作意向等により集積が進み
にくい現状にある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

39.80

13.56

現状

201

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

13.56

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 19.8

18.537.28
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 21.1 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

2.30

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.23 ha

相談会名 未定

令和４年12月

令和5年2月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

7 日／月

参加者数

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

平成28年度

開催場所

取組時期

令和４年７月

取組項目

遊休農地の解消

強化月間の内容

田を中心に、遊休農地予備軍の把握を行う。

相談会の内容 新規参入者の傾向（要望）の把握と他市町村の取組みを情報収集する。

参加者数 1 開催場所 未定

開催時期 未定

0 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

0 00

条件の良い農地は自作意向が多く、農地も小規模のため、生業として農業を営むには難しい。

ha ha1.981.913.02 ha

遊休農地の解消
利用状況調査により確認した遊休農地の所有者に対し、解消に向けた呼びか
け、指導を行う。

農地の集積 農地中間管理事業の周知と推進を図る。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

3 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

大山崎町農業委員会

207 197令和5

25

35

20

0

0

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

8

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

0

0

0

0

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

0

0

耕地面積 15 15

令和2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

0 0

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 8

総農家数 57

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

30

0

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

0.0 0.1

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 6.6

0.00
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和 5 年度 集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0.1

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

30

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

2 30

課題
農業従事者の減少・高齢化等による後継者の問題が課題となっている。
農地の大半が市街化区域にあり、土地所有者の売買志向が高いため、農地転用が進んでいる。
相続税の納税猶予の特例を受けた農地が多く、農地の集積は進んでいない。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

2

0.1

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.3 ha

0.3令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

高齢化に伴う担い手不足や物理的な条件により、整備が著しく困難であること等から山中の農地
は潜在的に遊休化することが懸念される。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

農地の大半が市街化区域内にあり、いずれも小規模であるため、まとまった面積の農地がなく、農
地を確保することができないため、現状では新規参入者は見込めない。

ha ha000 ha

農地の集積 農地の出し手及び受け手の意向の把握（アンケート、聞取り等）

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

8 人

農地利用最適化推進委員の
人数

0 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

0 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和2年度新規参入者

0 00

取組時期

8月頃

取組項目

遊休農地の解消

強化月間の内容

町内全域の一斉調査

相談会の内容 新規参入者の傾向（要望）の把握と他市町村の取組みを情報収集する

参加者数 未定 開催場所 未定

開催時期 未定

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

平成28年度

令和3年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

0

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.0 ha

相談会名 未定

12月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

6 日／月

参加者数

未定（下半期） 遊休農地の解消 町内全域の調査を利用状況調査とは別に行う

開催場所



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

4

計
普通畑

農業委員数 14

総農家数 304

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

373

令和４年度最適化活動の目標の設定等

3

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

7

3

耕地面積 273 100

令和２

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

4 4

-

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

7

5

9

-

-

京都府

宇治市農業委員会

２０７ １９７令和５

152

198

63

39

48

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

-

緑区分の遊休農地の解消目標面積 - ha

-令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

　山間地で遊休農地が発生しやすいので、早期発見に努める。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

35 373

課題
　担い手の高齢化や後継者不足により、担い手の作業能力の限界が農地の利用集積を図る上で
課題となってきている。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

133

-

現状

373

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 -

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

- -

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 35.7

26.398
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 4 年度集積率 35 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

1

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

- ha

相談会名

９月

１２月

開催時期 未定 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回2

10 日／月

参加者数

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 1

4

平成28年度

開催場所

取組時期

８月

１月

取組項目

農地の集積

強化月間の内容

　先進地視察等を行ない、効率的な集積方法の探求に努める。

相談会の内容

参加者数 開催場所

開催時期 未定

1 ha 3

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

6 32

　新規参入希望者はいるが、提供できる農地が少ない。

ha ha011 ha

新規参入の促進 　農地の貸し手希望者の把握に努める。

遊休農地の解消 　農地パトロールを行ない、遊休農地の早期発見に努める。

農地の集積 　将来の利用意向の把握に努める。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

4 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

城陽市農業委員会

88 785

248

307

108

34

43

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

3

2

0

0

0

都道府県名：

農業委員会名：

133

農業委員

定数 実数

中立委員

5

0

耕地面積 251 133

2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

6 6

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 482

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

384

4

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

0.1 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 37.5

21.884
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 5 年度集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

384

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

60 384

課題
農業従事者の減少・高齢化・農地の分散・未圃場整備等が、農地の確保・有効利用を図る上での
課題となっている。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

144

0.1

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.02 ha

0.1令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農業者以外への相続、農家の高齢化による後継者不足及び耕作条件不利農地について、耕作
放棄地が点在している状況である。新規就農を含む耕作者の確保が課題である。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

農家の高齢化による後継者不足により地域の農業を担う者が減少しており、地域の状況に合わせ
た若い担い手の育成・確保を図っていく必要がある。

ha ha7813 ha

①② 状況調査後の草刈り指導、集積活動

①② 状況調査後の草刈り指導、集積活動

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

6 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

0.1 ha 0.2

現状

１年度新規参入者 ２年度新規参入者

2 11

開催場所

取組時期

8

取組項目

②

強化月間の内容

状況調査前の草刈り指導

相談会の内容 新規就農における指導

参加者数 4人 開催場所 農業委員会事務局

開催時期 11月

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0.1

3

平成28年度

３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

9

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.9 ha

相談会名 新規就農相談

9

10

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

8 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 R 年 月 日 任期満了年月日 R 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

田 畑 計

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

1

単位:ｈａ

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 394 86 86 0 0 480

農業経営体数 270 172 1

55 0

22

1

0

経営体数 経営体数（経営体）

総農家数 405 基幹的農業従事者数 432 114

女性 － 2

40代以下 － 1

中立委員 － 1

農業委員数 14 14

認定農業者 － 8

認定農業者に準ずる者 － 1

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数 実数 6 6 3

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 久御山町農業委員会

2 7 20 5 7 19

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

現状

現状 １号遊休農地面積

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0 ha

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

黄色区分の遊休農地がないため、工程表を策定する必要がない。

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.66 ha

課題
長年指導しているが改善がみられない遊休農地に対する対処方法について、研究する必要があ
る。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 2.03 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.41 ha
※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

2.03 ha 2.03 ha 0

今年度の新規集積面積 13 ha 農地面積(C) 480 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 242 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

50.4 ％

課題
久御山町農業経営基盤強化促進基本構想の令和５年目標である176haを達成したが、さらに集積
率を向上させる必要がある。

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

農地の集積の目標年度 5 年度集積率 53 ％

管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

480 ha 229 ha 47.7



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

参加者数 開催場所

相談会の内容

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

現状

権利移動面積

１人当たりの活動日数 7 日／月

参加者数 1 開催場所 未定

相談会の内容 新規参入者の傾向（要望）の把握と他市町村の取り組みを情報収集する。

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 1 回

開催時期 未定 相談会名 未定

令和５年１月 ②遊休農地の解消
農家組合等の話し合いに参加して農地情報等を共有し、遊休農地発生防止等
に努める。

令和５年２月 ①農地の集積 貸付け意向のある農地の掘り起こしを行い、担い手等への農地の集積を図る。

活動強化月間の設定回数 3 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

令和４年11月 ②遊休農地の解消
利用状況調査後の遊休農地等の情報収集と利用意向確認を行い、遊休農地
の解消に努める。

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

1.9 ha

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

6 人

課題 認定農業者等の担い手が一定数存在しており、現時点で積極的な新規参入には至っていない。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

18.9 ha 19.5 ha 19.9 ha 19.4

1 経営体 6 経営体 3 経営体

0.03 ha 3.05 ha 0.29 ha

元年度新規参入者 2年度新規参入者 3年度新規参入者



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日R 年 月 日 任期満了年月日 R 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

八幡市農業委員会

207 1975

239

379

135

58

65

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

6

0

0

0

0

都道府県名：

農業委員会名：

98

農業委員

定数 実数

中立委員

9

-

耕地面積 373 98

2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

8 8

令和４年度最適化活動の目標の設定等

1

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 409

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

471

3

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

1.1 0.9

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 31.7

27.5129.6
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 36 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0.9

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

471

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

20 471

課題 利用権設定での農地集積が多く、農地中間管理機構による集積実績がない。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

149.6

2.0

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.2 ha

1.1

利用状況調査にて所有者の意向を確認し、5年間で5分の1ずつ解消を目標に検討す
る。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農地転用の計画等により不耕作地が増加している。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

現状においては、担い手農家が規模を拡大して農業経営をしているため、新規参入者が農地を
確保することが困難。

ha ha16.732.116.7 ha

② 利用意向調査月間

② 一年の活動共有月間

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

13 人

農地利用最適化推進委員の
人数

8 人

１人当たりの活動日数

令和2年度 令和3年度 平均

0 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

0 00

開催場所

取組時期

8月

取組項目

①

強化月間の内容

地域での話合参加月間

相談会の内容

参加者数 開催場所

開催時期 令和5年2月ごろ予定

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

令和元年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

21.8

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

2.18 ha

相談会名 就農就業相談会

10月

3月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数



（別紙様式２）

：

：

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年３月３１日現在）

　１　農業の概要

※　農林業センサスに基づいて記入。

※農業委員会調べ

２　農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 令和5年7月19日

農業就業者数

7

834

511

女性 －

40代以下

1,654総農家数

自給的農家数

499

49

306

田

6

8

24 0 470

281 0

62

0

耕地面積 657 109 109 0

0

農地台帳面積 743

遊休農地面積

販売農家数

281

408

1,0240

0

認定農業者 48

農業者数(人) 経営数（経営）

普通畑 樹園地 牧草畑

38

0

7660

0 0

－ 3

2

準主業農家数 99

副業的農家数 351

※　農林業センサスに基づい
て記入。

主業農家数

農地利用最適化推進委員

中立委員

農業委員

経営耕地面積

14 14

農家数(戸)

女性

認定農業者 － 7

認定農業者に準ずる者

認定新規就農者

定数

－

11

農業委員数

令和３年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都 道 府 県 名 京都府

農 業 委 員 会 名 京田辺市農業委員会

6集落営農組織

畑

単位:ｈａ

5

任期満了年月日

地区数

計

※１　耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２　経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３　遊休農地面積は、農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第１項
　　　第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

40代以下

－特定農業団体

807

農業参入法人

集落営農経営

実数定数

実数

11

基本構想水準到達者

－ 0

－ 1

1



Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

　

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

２　令和３年度の目標及び実績

※１　集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

％13.0

農業従事者の減少、高齢化等により担い手の確保が課題

農業委員会の両委員の熱心な利用調整により、目標数値を達成できた。

ｈａ 112.1 ｈａ 12.4 ｈａ 106.0

目標に対する評価

％

ｈａ766.0 ｈａ99.7

管内の農地面積

１　農業委員会の両委員の利用調整による担い手等への斡旋
２　市単独の農地バンク制度の活用による斡旋
３　年３回（７月、１１月、３月）発行の農業委員会だよりで制度等周知

これまでの集積面積

活動計画

105.8

１　農業委員会の両委員の利用調整による担い手等への斡旋を行った（通年）
２　市単独の農地バンク制度の活用による斡旋を行った（通年）
３　年３回（７月１日、１１月１日、３月１日）発行の農業委員会だよりで制度等周知を
行った

活動実績

集積目標　① 集積実績　②

※３　新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、
　　　担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

（うち、新規実績）

※２　集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

農業委員会の両委員による継続的な利用調整、利用権制度の周知、新制度の活用
により利用集積が進んだ。

達成状況（②／①×１００）

※２　これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で
　　　定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

集積率

活動に対する評価

課　　　　　題

2



Ⅲ　新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

　

２　令和３年度の目標及び実績

※１　参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために、何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

0.6 ｈａ 2.0 ｈａ

4 経営体

経営体 3 経営体 150.0

2 経営体0 経営体

0.0 ｈａ

2

令和元年度新規参入者数

％

0.6

※２　参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入

農業委員会の両委員の熱心な活動により、目標数値を達成することができた。目標に対する評価

新規参入の状況

ｈａ

平成３０年度新規参入者数

0.7

活動に対する評価
月１回開催する技術者協議会で京都府、ＪＡ、共済、市農政担当部局と情報共有を図
ることにより、新規参入者に連携して対応することができた。

活動計画

活動実績

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

※３　参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

京都府、京都府農業会議、ＪＡ、市農政担当部局と連携を行い、新規参入者の促進を
図る。

％116.7ｈａ

京都府、ＪＡ、共済、市農政担当部局と月１回開催する技術者協議会で情報の共有と
連携を図った。

令和２年度新規参入者数

令和２年度新規参入者
が取得した農地面積

令和元年度新規参入者
が取得した農地面積

平成３０年度新規参入者
が取得した農地面積

都市近郊であるためか地権者の土地への権利意識が高く、新規参入希望者への土
地の利用集積が進まない

※１　新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を
　　記入し、法人雇用や親元就農は含まない。

参入目標①

※２　新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

参入実績② 達成状況（②／①×１００）

課　　　　　題

3



Ⅳ　遊休農地に関する措置に関する評価

１　現状及び課題

　

　  

２　令和３年度の目標及び実績

※１　解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２　解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

３　２の目標の達成に向けた活動

４　目標及び活動に対する評価

ｈａ

25 人

25 人

0

0.0 ｈａ 調査面積： 0.0 ｈａ 調査面積：

調査数： 0 調査数： 0 調査数：筆

ｈａ 8.0 ｈａ 800.0 ％

農業者の高齢化、後継者不足による農業従事者の減少

達成状況（②／①×１００）

農地の利用意向
調査

調査実施時期

１　農業委員会の両委員による地権者への指導により、遊休農地の解消及び利用調
整を図った。（通年）
２　年３回（７月１日、１１月１日、３月１日）発行の農業委員会だよりで農地の適切な管
理について啓発を図った。

活動に対する評価 農業委員会の両委員による指導の強化により、目標数値以上の解消に繋がった。

解消実績②

１　地域の委員による日常的な調査
２　農地の利用状況調査
３　指導対象農地の再調査
４　農地パトロールによる全域の目視調査

調査員数（実数）

目標に対する評価

農地の利用状況
調査

調査結果取りまとめ時期

活
動
実
績

措置の内容 調査実施時期

農地の利用状況
調査

％

1.0

活
動
計
画

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

解消目標①

１月～３月

第32条第1項第1号 第32条第1項第2号

割合（Ｂ／Ａ×１００）遊休農地面積（Ｂ）

調査結果取りまとめ時期調査員数（実数）

その他の活動

農業委員会の両委員の熱心な指導により、目標数値以上の解消に繋がった。

筆

９月～１０月 １１月～１２月

その他の活動
１　農業委員会の両委員から地権者へ指導を行い、遊休農地の解消を図る。
２　年３回（７月、１１月、３月）発行の農業委員会だよりで農地の適切な管理について
啓発を図る。

課　　　　　題

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
　　　農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第32条第１項第１号
　　　の遊休農地の合計面積を記入

農地の利用意向
調査

意向調査対象農地無し。

調査方法

※２　遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により
　　　把握した第32条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

８月～９月

調査結果取りまとめ時期

管内の農地面積（Ａ）

１０月～１２月

調査実施時期　１２月

第33条

0

筆

調査面積：

776 ｈａ 8.0 ｈａ 1.0

4



Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題

　

※　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※　違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

転用されている農地の総面積を記入

２　令和３年度実績

※　実績は、年度末時点の違反転用面積を記入

３　活動計画･実績及び評価

776.0 ｈａ 0.098 ｈａ

※　活動実績は、違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何日何を行ったのか等
    詳細かつ具体的に記入

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

0.098

活動に対する評価

課　　　　　題

実　　　　績①

農地パトロール及び農業者等への周知に努めていても、違反転用が発生することがあ
る。

増減（Ｂ-①）

0.0 ｈａ

活動計画どおりの活動を実施したものの、違反転用解消までは至らなかった。

活動実績
農業委員会の両委員による日常的な監視、転用許可案件の点検（農地パトロール）を
１０月１５日に実施した。

農業委員会の両委員による日常的な監視、転用許可案件の総点検（農地パトロール）
を実施し、違反転用に対しては京都府と連携し違反の是正を図る。

活動計画

ｈａ

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

5



Ⅵ　農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１　農地法第３条に基づく許可事務

２　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

件）

標準処理期間

件

0

件及び不許可 0

55

申請書受理から　　２５日 処理期間（平均）

件不許可処分の理由の詳細を説明した件数

－

議事録としてホームページ上で公表。

２５日

事実関係の確認

（１年間の処理件数：

点検項目 具体的な内容

実施状況

処理期間

処理期間（平均）

議事録としてホームページ上で公表。

標準処理期間

－

申請書受理から　　２５日

具体的な内容

実施状況

是正措置

総会等での審議

処理期間

関係法令・審査基準に基づき議案ごとに審査。実施状況

是正措置

（１年間の処理件数： 22 件）

－

実施状況

実施状況

是正措置

審議結果等の公表

実施状況

実施状況

総会等での審議

事実関係の確認

是正措置

是正措置

－

審議結果等の公表

－

是正措置

－

件、うち許可 55

是正措置

点検項目

申請書類の確認、農業委員会の両委員による熱心な調整及び事務局と
の現地確認。

－

関係法令・審査基準に基づき議案ごとに審査。

－

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

申請書類の確認、農業委員会の両委員による熱心な調整及び事務局と
の現地確認。

２５日

是正措置

55

実施状況

実施状況

－

申請者への審議結果
の通知

是正措置

6



３　農地所有適格法人からの報告への対応

４　情報の提供等

0 法人

7

法人に対して報告を行うよう指導を行う。

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

提出しなかった理由

ｈａ1,024

0 法人

0 法人

法人

2 法人

0 法人

不明

データ更新：住基・課税データ照合による更新（年1回）、総会等による承
認案件更新（月1回）、その他随時更新。

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

うち報告書提出農地所有適格法人数

公表時期
　　　　令和４年３月

実施状況

－

具体的な内容

対応状況

調査対象賃貸借件数 件55

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

農地所有適格法人からの報告につ
いて

情報の提供方法：ホームページ上及び農業委員会だよりに掲載。

実施状況

農地所有適格法人の状況につい
て

点検項目

対応方針

管内の農地所有適格法人数

是正措置

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

点検項目

農地台帳の整備

賃借料情報の調査・
提供

※その他の事務
　上記ⅡからⅥに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

実施状況

調査対象権利移動等件
数

－

－

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

取りまとめ時期
　　　　令和４年３月

情報の提供方法：ホームページ上及び農業委員会だよりに掲載。

是正措置

是正措置

1,304

整備対象農地面積

公表：農地情報公開システム（フェーズ１）で公表。

件
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Ⅶ　地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

※　Ⅱ～Ⅵの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

Ⅷ　事務の実施状況の公表等

１　総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

２　農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数 1 件

３　活動計画の点検･評価の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

農地法等によりその権限に属され
た事務

提出先及び提出した
意見の概要

〈要望･意見〉
農業従事者の高齢化や担い手が減少している中、農道や農業用排水路の維

持管理にも人員が不足するとともに費用も増大している。また、中山間地域にお
いては、遊休農地が増加しがちであったり、有害鳥獣被害も多く発生したりして
いる状況であるため、若い農業者が安心して農業に取り組めるような支援や農地
の基盤整備、農機具の共同利用やリースでの取得などを求める声がある。

〈対処内容〉
農業委員会の委員が農業者等から聞き取りした意見については、市農政担当

者や関係機関と情報を共有し、今後の施策等に活用する。また、京力農場プラ
ン実質化の中で、地域の課題解決につなげて行く。

提出先：京田辺市長
意見の概要：遊休農地の発生防止・解消、担い手への農地の集積・集約化、新規就
農者の参入、担い手の確保・育成、地域特産物の育成と地産地消、農業生産基盤の
整備、農業振興地域整備計画の総合的な見直し、有害鳥獣対策の強化、自然災害
対策、その他農業者への支援施策に関すること。

〈要望･意見〉
特になし

〈対処内容〉
－

農地利用最適化等に関する事務

8



都道府県名：京都府

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年３月３１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

0

0

井手町農業委員会

306 2966

77

349

174

105

5

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

10

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

2

2

農業委員会名：

11 50 0

農業委員

定数 実数

中立委員

1

1

耕地面積 118 61

3

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

2 2

0

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 10

総農家数 236

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

179

2

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha0.26 0.00

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 9.1

8.815.8
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 4 年度集積率 9.20 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0.0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

179

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

0.5 179

課題
町内の農業従事者の高齢化、後継者、若い担い手の不足。
ほ場整備が完了していない農地（特に井手地区）は集積が進まない。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

16.3

0.26

0.07

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.5 ha

2.6令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

令和３年度でほとんどの遊休農地を解消することができた。これからは新たな遊休農地が発生しな
いようにする必要がある。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

現状新規就農となる担い手は明確でない。
初期投資費用の工面や、特に農地、作業場所など新規就農者が必要とする情報について、今後貸し出す
ことが想定される農地の目途、地元農業者とのつなぎといった情報提供に係る体制について、積極的に構
築する必要がある。

ha ha1.82.72.1 ha

遊休農地の解消
遊休農地の解消月間として、推進委員等の担当区域ごとに、電話等による意向
把握を行う。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

10 人

農地利用最適化推進委員の
人数

2 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

0 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

0 00

開催場所

取組時期

8月～9月

取組項目

農地の集積

強化月間の内容

京力農場プランの話し合い強化月間として、話し合いの機会を設定し、農業委
員が話し合いに参加する。

相談会の内容

参加者数 開催場所

開催時期

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

平成28年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

2.2

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.2 ha

相談会名

12月　

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回0

6 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

宇治田原町

207 197令和5

155

235

69

44

45

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

0

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

4

0

0

0

都道府県名：

農業委員会名：

19 245 0

農業委員

定数 実数

中立委員

7

1

耕地面積 175 264

令和2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

9 9

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 357

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

439

8

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

1 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 53

41.2181
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 4 年度 集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

439

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

52 439

課題

 耕作放棄地の多くが存在する中山間地域では、地理的条件の悪さに加え有害鳥獣の被害も多
く、農業者の営農意欲に大きな影響が及んでいる。また、認定農業者をはじめ地域の担い手への
利用集積については、現状以上の規模拡大を望む声も少なく、集積する担い手の掘り起こしも進
めていくことが重要である。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

233

1

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1 ha

1令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

　農業者の高齢化、営農離れなどにより遊休化する農地が増加する中、地域の担い手や新規就
農者等への集積の推進だけではなかなか解消につながってこない。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

　新規参入にあたり営農に係る初期投資費用の工面や、経験を積める場の確保が課題。

ha ha4.30.00.7 ha

③新規参入の促進 地域における新規参入に係る実態を把握し、出し手の新規参入に係る意向確認を図る

①農地の集積 地域内外の受け手が希望する農地のマッチング推進を図る

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

9 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

0.2 ha 0.9

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

3 31

開催場所

取組時期

9月

取組項目

②遊休農地の解消

強化月間の内容

地域における遊休農地を把握し、出し手・受け手の意向確認の推進を図る

相談会の内容

参加者数 開催場所

開催時期 2月

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 1.2

3

平成28年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

1.7

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

1.9 ha

相談会名 新規参入相談会

11月

1月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

5 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

都道府県名：京都府

農業委員会名：木津川市農業委員会

3

計
普通畑

農業委員数 19

総農家数 1,193

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

1,400

令和4年度最適化活動の目標の設定等

2

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

- - -

農業委員

定数 実数

中立委員

2

4

耕地面積 854 547

令和元

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

19 18

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

18

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

13

5

12

0

0

110 309令和４

677

757

253

20

29

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

0

黄区分の遊休農地が発生していないため、工程表の作成は行わない

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

1,400

課題
市内全域において担い手が不足している状況であり、荒廃農地の増加を抑制するのためにも担い
手の育成・確保により農地の集積を推進する必要がある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)ha

現状

1,400

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

遊休の農地を発生させないためにも、担い手の育成・確保が課題である。

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 20.2

6.083.60
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 53.0 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

283.60

0

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

200.00

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

0



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

43

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

4.3 ha

相談会名 就農相談

令和4年12月

令和5年1月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回4

6 日／月

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0.9

2

平成28年度

0 ha 0.6

現状

令和元年度新規参入者

開催場所

取組時期

令和4年9月

取組項目

①②

強化月間の内容

利用状況調査により遊休農地が見つかった場合は、担い手に集積できるよう働
きかける。

相談会の内容 就農希望者を対象に、新規就農に関する農地、営農指導、資金等、包括的な相談が可能な会

参加者数 未定 開催場所 京都府木津総合庁舎

開催時期 6月,9月,12月,3月

①③ 春に向けて就農する担い手の掘り起こし及び、新規就農者への農地の集積

①③ 春に向けて就農する担い手の掘り起こし及び、新規就農者への農地の集積

参加者数

令和２年度新規参入者

3 10

地域を担う担い手の育成・確保が課題である。
特に、将来の地域農業のためにも、若手農業者の確保は喫緊の課題である。

ha ha593930 ha
権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

16 人

農地利用最適化推進委員の
人数

18 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



都道府県名：　　　　　京都府

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

0

0

笠置町農業委員会

207 197令和　5

9

11

4

0

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

0

10

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

0

0

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

0

0

耕地面積 33 24

令和 2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

0 0

0

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 10

総農家数 65

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

57

0

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha0 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 1.7

0.00
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 7 年度 集積率 10 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

57

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

1 57

課題 本町では、農地条件や過疎化等により、担い手確保は難しい。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

1

0

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

0令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農業従事者の高齢化や担い手不足に加え、野生鳥獣被害により、遊休農地が増加するおそれが
ある。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

本町の農地規模や山間地といった農地条件、鳥獣害対策等の様々な要因から、新規参入が進ん
でいない。

ha ha0.190.770.36 ha

遊休農地の解消
遊休農地の解消月間として、農業委員さんに農地の現状確認及び意向の確認
を実施

農地の集積
農地の集積に向けて地域の現状に応じた話し合いや調整を実施(まとめて農業
をできないか等)

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

10 人

農地利用最適化推進委員の
人数

0 人

１人当たりの活動日数

2年度 3年度 平均

0 ha 0

現状

元年度新規参入者 ２年度新規参入者

0 00

開催場所

取組時期

1０月

取組項目

遊休農地の解消

強化月間の内容

遊休農地の解消月間として、農業委員さんに農地の現状確認及び意向の確認
を実施

相談会の内容 新規参入者と農業委員会会長及び地元農業委員による情報交換等

参加者数 未定 開催場所 町内

開催時期 随時

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

元年度

3年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

0.44

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.0 ha

相談会名

１１月

２月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

5 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（Ｒ４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

和束町農業委員会

207 197R5

213

544

251

12

48

13

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

1

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

-

3

6

13

0

都道府県名：

農業委員会名：

3 576 0

農業委員

定数 実数

中立委員

3

耕地面積 173 579

R2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

9 6

令和４年度最適化活動の目標の設定等

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 434

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

752

4

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

0 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 17.0

14.0124
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 4 年度集積率 14 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

883

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

2 883

課題

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

150

0

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

0

なし

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

なし



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

離農者に対する新規参入者の割合が少ない。

ha ha124160146 ha
権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

6 人

１人当たりの活動日数

Ｒ２年度 Ｒ３年度 平均

0 ha 0.45

現状

○年度新規参入者 ○年度新規参入者

1 10

開催場所

取組時期

11月

取組項目

③

強化月間の内容

新規参入者の促進をする

相談会の内容 新規参入のための相談会

参加者数 ２～３人 開催場所 役場

開催時期 11月

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0.88

1

Ｒ１年度

○年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

143

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

157.0 ha

相談会名 新規参入者相談会

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回

1 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

田 畑 計

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

単位:ｈａ

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 354 33  387

農業経営体数 239 75

14  

5

経営体数 経営体数（経営体）

総農家数 560 基幹的農業従事者数 239 15

女性 － 3

40代以下 － －

中立委員 － 1

農業委員数 14 14

認定農業者 － 4

認定農業者に準ずる者 － －

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数 実数 5 5 18

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 精華町農業委員会

令和２ 7 20 令和　５ 7 19

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

現状

１号遊休農地面積

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0 ha

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

課題
農地利用状況調査の円滑な実施と、遊休農地発生防止の注意喚起に努め、所有者等への指導
を徹底し、また、一時的な解消とならないよう貸し借り等の調整も必要。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 0 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha
　

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

0 ha 0 ha 0

今年度の新規集積面積 4 ha 農地面積(C) 387 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 27 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

7.0 ％

課題
集積面積は昨年よりも増加したが、担い手の農業経営の安定、効率化に資する程度のまとまりの
ある農地集積には至っていない。

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

農地の集積の目標年度 令和４ 年度集積率 6 ％

管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

387 ha 23 ha 5.9



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

参加者数 開催場所

相談会の内容

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

現状

権利移動面積

１人当たりの活動日数 6 日／月

参加者数 1 開催場所 未定

相談会の内容

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 1 回

開催時期 未定 相談会名 未定

令和４年12月 利用意向調査月間
利用状況調査後、遊休農地・不在地主農地等の情報収集・意向確認を行い実
態把握に務める。

 

活動強化月間の設定回数 2 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

令和４年10月頃 農地の相談推進月間
チラシ等で啓発し、農業委員・農地最適化推進委員への農地相談推進月間を
設ける。

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

1.0 ha

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供して
いたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

5 人

課題
毎年度安定した個人農業者の確保は未だ進んでいないため、関係機関や農家組織、農業経営
体との情報共有により、掘り起こしが必要。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

9 ha 9 ha 13 ha 10

1 経営体 0 経営体 0 経営体

0 ha 0 ha 0 ha

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者 令和３年度新規参入者



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

田 畑 計

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

単位:ｈａ

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 161 285 446

農業経営体数 110 64

20 1

経営体数 経営体数（経営体）

総農家数 180 基幹的農業従事者数 158 30

女性 － 4

40代以下 － 0

中立委員 － 1

農業委員数 14 14

認定農業者 － 6

認定農業者に準ずる者 － 4

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数 実数 5 5 6

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 南山城村農業委員会

令和2 7 20 令和5 7 19

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

現状

現状 １号遊休農地面積

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0 ha

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

課題

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 0 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha
※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

0 ha 0 ha 0

今年度の新規集積面積 80 ha 農地面積(C) 457 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 164 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

35.8 ％

課題
本村は中山間地帯であることから、耕作条件の良い農地が少なく、また、２８．５％という圃場整備
率の低さから、担い手への面積集積には限界がある。だからこそ、限られた圃場整備事業実施農
地の利用集積には、重点的に取り組んでいかなければならない。

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

農地の集積の目標年度 令和6 年度集積率 53 ％

管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

457 ha 124 ha 27.1



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

参加者数 開催場所

相談会の内容

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

現状

権利移動面積

１人当たりの活動日数 4 日／月

参加者数 未定 開催場所 未定

相談会の内容 国、都道府県等が開催する就農相談会

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 1 回

開催時期 未定 相談会名 未定

10月 農地の集積 農地の巡回確認を行い、担い手へ集積を働きかける。

12月 農地の集積 農地の巡回確認を行い、担い手へ集積を働きかける。

活動強化月間の設定回数 3 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

9月 農地の集積 農地の巡回確認を行い、担い手へ集積を働きかける。

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

0.6 ha

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

5 人

課題
農家の高齢化や後継者不足のため、新規参入者の農地の確保や等継続して参入の確保に努め
る必要がある。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

5 ha 3 ha 9 ha 5

0 経営体 0 経営体 1 経営体

0 ha 0 ha 0.5 ha

令和元年度新規参入者 令和2年度新規参入者 令和3年度新規参入者



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

29

計
普通畑

農業委員数 19

総農家数 2,153

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

2,730

令和４年度最適化活動の目標の設定等 　(案）

－

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

都道府県名：

農業委員会名：

110

農業委員

定数 実数

中立委員

4

7

耕地面積 2,620 110

令和２

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

29 29

46

-

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

－

19

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

-

23

-

京都府

亀岡市農業委員会

207 197令和５

1,487

1,322

441

33

102

46

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

3

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1.3 ha

6.4

関係部署（京都府、亀岡市、農業会議等）と協議を実施

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続により農地を取得したが、農業経営が困難な
者が増えている状況により、遊休農地が年々増加傾向にある。また、有害鳥獣被害、米価の下落
による農業者の意欲低下が解消を妨げる要因となっている。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

3 2,730

課題

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続により農地を取得したが、農業経営が困難な
者が増えている状況により、遊休農地が年々増加傾向にある。農業委員会と農家組合等関係機
関が連携して遊休農地の解消を図っていく必要があるが、特に山間部に位置する農地等は耕作
条件が悪く、困難な状況である。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

484

9.1

現状

2,730

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 2.7

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

6.4 2.7

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 17.7

17.6481
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和５ 年度集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における
農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

102

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

10.2 ha

相談会名 未定

令和４年１０月

令和４年１２月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

7 日／月

参加者数

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

平成28年度

開催場所

取組時期

令和４年8月

取組項目

遊休農地調査月間

強化月間の内容

各町別に農地パトロール調査を実施し、遊休農地の把握、解消に努める。

相談会の内容 新規参入者の要望の把握と他市町村の取り組みを情報共有する。

参加者数 ２人 開催場所 未定

開催時期 未定

0.9 ha 1.5

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

5 01

米価の下落や有害鳥獣被害により、農業を営む担い手の確保が難しい。

ha ha10311290 ha

利用意向調査月間
利用意向調査後の遊休農地や所有者等に係る情報収集と利用意向確認を行
い、遊休農地の解消に努める。

守るべき農地
情報共有月間

農家組合等関係機関と連携し、年度末の農地情報等を共有し、次年度の遊休
農地解消に努める。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

29 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

田 畑 計

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

35

単位:ｈａ

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 2,490 217 2,707

農業経営体数 1,538 1,528

670 27

35

経営体数 経営体数（経営体）

総農家数 2,420 基幹的農業従事者数 3,514 107

女性 － 1

40代以下 －

中立委員 － 1

農業委員数 19 19

認定農業者 － 5

認定農業者に準ずる者 － 1

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数 実数 29 29 19

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 南丹市農業委員会

令和３ 7 1 令和６ 6 30

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

現状

現状 １号遊休農地面積

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0.7 ha

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

新規貸付による遊休農地の解消、自己保全管理の促進

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.2 ha

課題

農業従事者の高齢化、地域農業を支える担い手不足、集落営農組織の弱体化、米価の下落等により遊休
農地予備軍が増加傾向にあるため、農地利用状況調査を通じた農地の現況把握と遊休農地所有者に対す
る意向調査の実施とともに利用権設定の働きかけや的確な指導が必要である。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 2.9 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.6 ha
※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における
農地集積率を記入

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

3.6 ha 2.9 ha 0.7

今年度の新規集積面積 435.8 ha 農地面積(C) 2,707 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 998.9 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

36.9 ％

課題

農業従事者の高齢化や担い手不足から遊休農地が増加し、米価の下落、有害鳥獣被害から耕作
意欲が減退し、利用集積が図りにくい状況である。

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 53 ％

管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

2,707 ha 563.1 ha 20.8



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

参加者数 開催場所

相談会の内容

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

現状

権利移動面積

１人当たりの活動日数 10 日／月

参加者数 4名(各町1名) 開催場所 未定

相談会の内容
京都府内市町村への移住を考えている方に向けた移住フェア。
府内14市町村、京都移住コンシェルジュによる個別相談のほか、就職・新規就農等の相談の実
施。先輩移住者による「複業」に関するセミナーも同時開催。

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 1 回

開催時期 未定 相談会名 (仮)京都府移住・交流フェア２０２２

令和４年９月
～１１月

農地の集積
CATV等を活用し利用権設定制度の周知、利用権設定終期到来者へ再設定案
内送付、委員による新規設定者の掘り起こし及び担い手へのあっせん活動

令和４年５月～
令和５年３月

新規参入の促進
農業へ参入しようとする者の農地取得を容易にするための別段面積に関する規
程の施行により多様な担い手を確保する（規程R4.5施行）

活動強化月間の設定回数 3 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

令和４年８月 遊休農地の解消 ８月の農地パトロール実施に併せ全地域の調査を行う

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

14.0 ha

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

29 人

課題

農業者の高齢化や米価の下落、有害鳥獣被害などから不耕作者が増加傾向にあり、担い手の育
成・確保を図るなど農業・農村の活性化が急務である。そのため認定農業者制度や集落営農の法
人化の意義、メリットについて啓発に努め新規参入者を確保する必要がある。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

122 ha 106 ha 193 ha 140

9 経営体 20 経営体 15 経営体

3.7 ha 5.4 ha 7.4 ha

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者 令和３年度新規参入者



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

田 畑 計

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

42

単位:ｈａ

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 1,360 230 230 0 0 1,590

農業経営体数 895 270 0

20 14

20

42

0

経営体数 経営体数（経営体）

総農家数 1,000 基幹的農業従事者数 799 56

女性 － 0

40代以下 － 0

中立委員 － 1

農業委員数 19 19

認定農業者 － 2

認定農業者に準ずる者 － 6

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数 実数 22 22 22

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 京丹波町農業委員会

令和３ 2 11 令和６ 2 10

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

現状

現状 １号遊休農地面積

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0 ha

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 - ha

課題

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続（遠隔地在住者及び非農業者）による離農か
ら遊休農地が年々増加傾向にある。加えて有害鳥獣被害、畦畔管理の重労働、米価の下落によ
る農業者の意欲低下が解消を妨げる大きな壁となっている。また、所有者不明農地（連絡先不明
農地）の遊休化が年々増加傾向にある。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 6 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 2 ha
※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

6 ha 6 ha 0

今年度の新規集積面積 280 ha 農地面積(C) 1,590 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 563 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

35.4 ％

課題

農業従事者の高齢化に伴う不耕作地の発生や相続（遠隔地在住者及び非農業者）による離農か
ら遊休農地が年々増加傾向にある。農業委員会と関係機関が連携して利用調整を行うなど、守る
べき農地の確保・有効利用を図っていく必要があるが、集積すべき担い手も限界に近い農地を抱
えている現状にある。

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 53 ％

管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

1,590 ha 283 ha 17.8



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

現状

権利移動面積

１人当たりの活動日数 7 日／月

相談会の内容 新規参入者の傾向（要望）の把握と他市町村の取組みを情報収集する

開催時期 相談会名

参加者数 開催場所

新規参入相談会への参加回数 1 回

開催時期 未定 相談会名 未定

参加者数 2 開催場所 未定

令和４年１０月 利用意向調査月間
利用状況調査後の遊休農地や不在地主農地等の情報収集と利用意向確認を
行い、遊休農地の解消に努める。

令和５年３月
守るべき農地
情報共有月間

農事組合などの話合に参加し、年度末の農地情報等を共有、次年　度の遊休
農地発生防止等に努める。

活動強化月間の設定回数 3 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

令和４年５月
プラン等話合
参加月間

プラン協議への参加はもとより、中山間や多面など様々な農家関係の集まり（集
会）に参加し、実質化されているところは活動協議を、また、策定中のところは推
進に向けて段階にあった話合に努める。

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

5.3 ha

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

22 人

課題 有害鳥獣被害、畦畔管理の重労働、米価の下落により、農業を営む担い手の確保が難しい。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

63 ha 42 ha 56 ha 53

3 経営体 11 経営体 16 経営体

1.5 ha 3.3 ha 4.8 ha

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者 令和３年度新規参入者



都道府県名：京都府

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

12

計
普通畑

農業委員数 19

総農家数 1,930

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

2,550

令和４年度最適化活動の目標の設定等

2

4

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員会名：

520 0 0

農業委員

定数 実数

中立委員

5

5

耕地面積 2,030 520

令和２

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

17 17

36

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

3

19

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

0

0

37

1

綾部市農業委員会

207 197令和５

983

1,016

359

55

60

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

－

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0.8 ha

4

９月までに、関係機関への情報収集や意見聴収を行い、各地区の担い手状況等を踏ま
え、令和５年２月までに解消に向けた工程表を策定する。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

担い手の不足や鳥獣害被害による耕作意欲の低下。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

33 2,550

課題 農業従事者の高齢化や後継者不足により担い手が不足していること

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

479

7

現状

2,550

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 3

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

4 3

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 18.8

17.5446
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和５ 年度集積率 26.7 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

59

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

6.0 ha

相談会名 新規参入相談会

12月～２月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回3

１０日／月

参加者数

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0.7

3

平成28年度

開催場所

取組時期

12月～２月

取組項目

遊休農地の予防・解消

強化月間の内容

各地区で農地相談会を開催し、農地所有者からの相談に応じ、担い手等の斡
旋を行う。

相談会の内容
新規参入希望者の意向等を確認し、状況に応じて農地の斡旋等に向けて継続的な調整が行える
ような場とする。

参加者数 5 開催場所 綾部市役所

開催時期 令和５年２月

0 ha 2

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

2 10

過疎・高齢化が進む本市において地域農業を守っていくためには、集落営農組織と担い手組織と
の連携を図りながら新たな経営体を育てていくことが必要である。

ha ha518837 ha

遊休農地の予防・解消
遊休農地の所有者等に対し、意向等を確認の上、解消に向けて担い手等の斡
旋や、適正管理の指導を行う

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

17 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



都道府県名：京都府

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

26

0

舞鶴市農業委員会

207 197令和5

594

1,298

589

38

29

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

3

19

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

4

9

農業委員会名：

― ― ―

農業委員

定数 実数

中立委員

7

2

耕地面積 933 326

令和2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

17 17

26

令和４年度最適化活動の目標の設定等

1

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 19

総農家数 1,702

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

1,260

17

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha1 ―

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 22.3

18.0228
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和4 年度集積率 22 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 -

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

1,270

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

50 1,270

課題
農家の高齢化や担い手不足、有害鳥獣被害による営農意欲減退に加え、近年頻発する自然災
害等による影響に加え、更に昨今の新型コロナウイルス感染症や、燃料、肥料、資材高騰が追い
打ちをかけていると考える。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

283

1

-

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1 ha

1

-

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農家の高齢化や担い手不足、有害鳥獣被害による営農意欲減退に加え、近年頻発する自然災
害等による影響に加え、更に昨今の新型コロナウイルス感染症や、燃料、肥料、資材高騰が追い
打ちをかけていると考える。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

新規就農者を継続して確保することが課題である。

ha ha512633 ha

新規参入の促進
新規受け入れ強化月間として、京都府や農業会議と連携し、勉強会を開催する。また、農業委
員、農地利用最適化推進委員等による戸別訪問等の機会に、新規参入の希望者がないか聞き
取りを行う。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

17 人

１人当たりの活動日数

令和２年度 令和３年度 平均

0.4 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

14

開催場所

取組時期

11月

取組項目

農地の集積

強化月間の内容

人・農地プランの話し合い強化月間として、市や京都府等と連携して、全地区での話し合いの場
を設定し、すべての農業委員、農地利用最適化推進委員が話し合いに参画する。

相談会の内容
府内で独立就農に関心のある人向けに、就農計画づくりのためのセミナーが開催される。
本市在住のIターン就農者が講師を務めるため、農地利用最適化推進委員が参加し、本市への就
農をPRするとともに、相談状況を確認する。

参加者数 1 開催場所 京都テルサ

開催時期 令和4年8月

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha

2

令和元年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

36

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

3.6 ha

相談会名 新規就農セミナー

2月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 2年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

8

計
普通畑

農業委員数 20

総農家数 3,915

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

3,460

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

0

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

都道府県名：

農業委員会名：

- - -

農業委員

定数 実数

中立委員

12

5

耕地面積 2,720 740

令和

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

30 30

50

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

3

20

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

47

13

23

50

0

京都府

福知山市農業委員会

207 197令和　5

1,547

1,533

69

19

98

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

3.3

該当農地の周囲についても状況を確認し、農地として再生が不可能と判断できる土地
は、非農地判断を行い、農地台帳からの除外を進めていく。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

遊休農地の多くが、面積が小さく耕作機械を使用できない、鳥獣害を受けやすい山間地に位置し
ている。農業従事者の減少等により、一時的な遊休農地の解消ができても継続的解消は困難な状
況である。

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

692 3,460

課題
農業従事者の高齢化及び農産物価格の低迷の中で、零細な農業者では、地域を守っていくことは
困難は状況である。地域農業を守るためには、地域営農組織と個人担い手を育成し、支援の拡充
を図る必要がある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

1,580

8.9

現状

3,460

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 5.6

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

3.3 5.6

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 45.6

25.66888
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 8 年度集積率 80 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における
農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

142.2

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する農
地の面積

35.55 ha

相談会名 農地農政相談会

6月～9月

10月～11月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数

３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 5.8

3

平成28年度

開催場所

取組時期

11月～12月

12月～2月

取組項目

➀農地の集積

強化月間の内容

農地の集積についての課題等を担当地区単位で協議を行う。

相談会の内容 新規就農者を対象とした支援制度等の案内

参加者数 3人 開催場所 -

開催時期 10月

0.3 ha 2.2

現状

元年度新規参入者 ２年度新規参入者

17 258

近年では、農地付空き家の取得に係る新規参入が多く、経営規模が小さく、集積の拡大が望めな
い状況である。新規参入者が継続して営農が行えるよう、関係機関と連携し、支援体制の強化を図
る必要がある。

ha ha197.1131.598.1 ha

②遊休農地の解消 農地利用意向調査及び結果の取りまとめを行う。

②遊休農地の解消 農業委員等による利用状況調査を行う。

②遊休農地の解消 農地パトロールによる見回りを行う。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

20 人

農地利用最適化推進委員の
人数

30 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

相談会の内容



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

宮津市農業委員会

207 197令和５

343

347

120

7

16

16

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

4

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

13

10

4

16

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

4

2

耕地面積 534 173

令和２

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

10 10

令和４年度最適化活動の目標の設定等

2

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 668

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

707

10

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

11 55

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 35.7

18.4130
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和５ 年度集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 3

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

707

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

122 707

課題
高齢化等による圧倒的な担い手不足に加え、長年の相対での貸借の浸透により、農地の利用調
整が円滑に進んでいない。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

252

66

11

緑区分の遊休農地の解消目標面積 2 ha

66令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

昭和の時代の基盤整備が未実施の農地の耕作者を中心に、離農される農家が増えている。鳥獣
被害がこれに拍車をかけている。守るべき農地の明確化が進んでいない。



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

新規就農者を受け入れる体制が不十分な上に、農業を魅力あるビジネスとして経営できる優良農
地が少なく、販路も個人での開拓となっている現状がある。

ha ha123945 ha

利用意向調査推進
月間

利用状況調査後の農地の管理について、所有者等を把握し、意向確認を進
め、利用調整を行う。

新規就農者対策推
進月間

新規就農者との意見交換や今後、新たな担い手となる情報を収集し、今後の活
動に活かす。

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

10 人

１人当たりの活動日数

令和２年度 令和３年度 平均

0 ha 0.3

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

1 40

６月

取組項目

京力農場プランの策
定・具体化推進月間

強化月間の内容

京力農場プラン未策定集落を対象に、プランの策定について働き掛ける。既に
実質化されている集落へは具体の取組を実施するよう促す。

相談会の内容
(一社)京都府農業会議が推薦する新規参入相談会へ参加し、新規参入者を増やす手法につい
て学び、今後の活動に活かす。

参加者数 5 開催場所 未定

開催時期 未定

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 2.5

3

令和元年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

32

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

3.2 ha

相談会名 未定

11月

２月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数 開催場所

取組時期



都道府県名：京都府

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

0

0

与謝野町農業委員会

18 317令和６

285

262

70

24

37

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

2

14

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

0

4

農業委員会名：

47 0 0

農業委員

定数 実数

中立委員

6

2

耕地面積 873 47

令和３

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

11 11

0

令和４年度最適化活動の目標の設定等

0

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 14

総農家数 526

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

920

3

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha8 0

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 40.1

27.3251
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 53 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

920

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

119 920

課題
高齢者のリタイヤや後継者不足により、担い手へ農地が集積されているが、面的な集積をより進め
ていく必要があるため、地主・地域の理解を求め集積を進める必要がある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

369

8

0

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

0

－

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容

継続的な新規参入者への確保

ha ha73116110 ha

遊休農地の解消 パトロールを実施し、遊休農地の解消に努める

遊休農地の解消 パトロールを実施し、遊休農地の解消に努める

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

14 人

農地利用最適化推進委員の
人数

11 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均

2.1 ha 0

現状

令和元年度新規参入者 令2年度新規参入者

0 02

開催場所

取組時期

令和４年１０月

取組項目

農地の集積

強化月間の内容

プランの実質化地区は、活動協議をし必要に応じて見直し修正、未策定地区は
実質化に向けて協議する

相談会の内容

参加者数 1 開催場所 未定

開催時期 未定

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0

3

平成28年度

令和3年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

100

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

10.0 ha

相談会名 未定

令和４年１１月

令和４年１２月

開催時期 相談会名

新規参入相談会への参加回数 回1

10 日／月

参加者数



Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　 ２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

耕地面積 107 13 13 0 0 120

※　2020の「農林業センサス」に基づいて記入

0

1

単位:ｈａ

田 畑 計
普通畑 樹園地 牧草畑

農業経営体数 96 36 2

※　2020の「農林業センサス」に基づいて
　記入

9 0

※　2020の「農林業センサス」に基づいて
　記入

2

1

経営体数（経営体）

総農家数 174 基幹的農業従事者数 101 16

中立委員 － 1

経営体数

3

女性 － 1

40代以下 － 0

3

農業委員数 11 11

認定農業者 － 4

認定農業者に準ずる者 －

農業委員 定数 実数 担当区域数

定数

令和４年度最適化活動の目標の設定等

都道府県名： 京都府

農業委員会名： 伊根町農業委員会

実数 3 3

令和　2 7 20 令和　5 7 19

別紙様式１ 資料ー２



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標

　（１）農地の集積

①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標

　ア　既存遊休農地の解消

　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

黄区分の遊休農地の解消の
ための工程表の策定方針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

緑区分の遊休農地の解消目標面積 0 ha

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0 ha

0 ha 0

課題
　近年農業集落を取り巻く状況は、農業者の高齢化、兼業化、後継者不足等が深刻化し、優良農地の保全
も厳しい傾向にある。認定農業者等に農地を集積し農地の有効活用を図り、遊休農地化を防ぐことが課題と
なっている。

令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積 0 ha

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における農地集積率
を記入

現状

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

１号遊休農地面積
うち緑区分の遊休農地面積 うち黄区分の遊休農地面積

0 ha

今年度末の集積面積（累計）(D) 61.6 ha
（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

96.9 ％

今年度の新規集積面積 1 ha 農地面積(C) 63.6 ha

農地の集積の目標年度 令和　５ 年度 集積率 53 ％

50.5

課題
　遊休農地化を防ぐため認定農業者等の担い手に農地を集積し、農地の有効活用を図っているが、その担
い手も高齢化、後継者不足等が深刻化している。経営規模拡大の可能性を持つ担い手へより選択的に、ま
た経営効率が向上するように農地の集積を進めていく必要がある。

※1　農地面積は、2020の「農林業センサス」における耕地面積を記入

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

現状
管内の農地面積(A) これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

120 ha 60.6 ha



（３）新規参入の促進

①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標

（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

参加者数 開催場所

相談会の内容

相談会の内容

開催時期 相談会名

開催時期 12月 相談会名 就農・移住相談会

参加者数 1 開催場所 京都市

新規参入相談会への参加回数 1 回

R4.12 ② ・一斉農地パトロールの実施

Ｒ4.10 ① ・利用権設定終期を迎える関係者に意向確認、更新等の事務を進める。

R4.11 ① ・中間管理事業に取り組んでいる農業者には更なる集積が可能か検討する。

活動強化月間の設定回数 3 回

取組時期 取組項目 強化月間の内容

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

１人当たりの活動日数 10 日／月

最適化活動を行う
農業委員の人数

11 人

農地利用最適化推進委員の
人数

3 人

2.7 ha 3.5 ha 3.2

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する農地の
面積

0.4 ha

ha

課題

　地域農業の維持だけでなく集落機能の維持という意味でも、多様な農業担い手の育成・確保が急務であ
る。

権利移動面積
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

3.5 ha

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者 令和３年度新規参入者

0 経営体 0 経営体 0 経営体

0 ha 0 ha 0



Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

　２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

京都府

京丹後市農業委員会

17 306令和４

1,550

1,564

493

99

189

23

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

経営体数（経営体）

3

19

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

0

23

21

24

1

都道府県名：

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

10

0

耕地面積 3,580 1,100

令和元

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

33 33

令和４年度最適化活動の目標の設定等（案）

1

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員数 19

総農家数 2,506

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

4,680

196

計
普通畑

別紙様式１



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha

25

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 21.6

21.531,007.76
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和5 年度集積率 50 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度におけ
る農地集積率を記入

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 0

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

現状

4,680

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

5 4,680

課題
農業従事者の高齢化、後継者不足等により農家人口が減少する中、若い農業者へ魅力ある農業
を引き継げるよう生産性を向上させる必要がある事から、人・農地プランや中間管理事業等を活用
し担い手への集積率を増加させる必要がある

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

1,012.76

25

0.3

緑区分の遊休農地の解消目標面積 5.04 ha

25.2令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

農業従事者の高齢化、後継者不足に加え非農家への相続等により農家数が減少している。また、
山間地域での鳥獣被害も絶えないことから耕作困難地が増加、特に耕作条件の悪い農地の遊休
化が進んでいる



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

相談会の内容 新規参入・就農相談、農地の貸借、農業者年金、その他農業に関すること

新規参入者に対し府・市・ＪＡ等連携を強化するための体制づくりや支援体制の充実

ha ha22014888 ha

② 利用意向調査の回収

② 全農地調査の実施

② 利用意向調査の配布

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

19 人

農地利用最適化推進委員の
人数

33 人

１人当たりの活動日数

令和2年度 令和3年度 平均

12.06 ha 26.8

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

6 26

開催場所 京丹後市内

取組時期

4～3月

10～11月

取組項目

①

強化月間の内容

人・農地プランの話合いを通じた集積の推進

相談会の内容 一般社団法人京都府農業会議が主催する会議へ参加する

参加者数 1名 開催場所 京都市

開催時期 1月

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 4.1

3

令和元年度

令和３年度新規参入者

課題

ha

※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

152

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

15.2 ha

相談会名 新規就農フェア

10～12月

8月

9～10月

開催時期 10月 相談会名 ふれあいフェスタ

新規参入相談会への参加回数 回2

③ 終期を迎える利用権の再設定及び新規集積の推進

10 日／月

参加者数 農業委員、農地利用最適化推進委員


